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研究成果の概要（和文）：本研究では大規模空間データを用いた実証分析を行った。具体的には，

何故ゴミの分別回収をする市町村としない市町村があるのかといった問題や，都道府県の歳出

にフライペーパー効果が存在するのかといった問題，国と地域のビジネスサイクルにどのよう

な相違があるのかといった問題などに対してアプローチして，いずれの結果からも空間的相互

作用が重要な役割を果たしていることを明らかにすることができた。 
 
研究成果の概要（英文）：This research examined several empirical analyses using large 
spatial data. We examined, for example, whether municipalities recycle or not, whether the 
flypaper effects exist in prefectural expenditures or not, whether the regional business 
cycles are different from the national one or not, and so on. From these empirical results, 
we found that the spatial interactions play an important role in Japan. 
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１．研究開始当初の背景 
 地価公示は，平成 22 年度においては約 3
万カ所を調査対象としてデータが収集され
ている。このようなデータに対して従来の研
究では，その一部を対象として分析を行うの
が主流であった。また，日本では近年まで，
空間的相互作用を考慮した分析は数少なか
った。データの一部を分析対象として分析が
行われてきた主な要因の一つは市場が分割
されているという考え方からきている。しか
しながら，実務的な観点からすれば，データ
数が増えると計算負荷が大きくなり，推定の
実行可能性の問題から大規模データの分析
が行われていないと考えられる。さらに，空
間的相互作用を考慮すれば，前述の通り n×
n の行列式の計算が必要となることから，標

本数の問題は深刻な問題であるため，大規模
空間データを用いた分析は少ないと考えら
れる。 
 このような問題に対して， Robinson 
(2010a, b)では，時系列の特に長期記憶過程
の分析で用いられる Whittle， local Whittle
推定を応用したセミ・ノンパラメトリックな
推定方法を用いて，行列式の計算を回避した
空間データを分析する方法を提案している．
しかしながら，パラメトリックな方法を用い
て大規模空間データを効率的に推定する方
法は皆無である．そこで，本研究ではパラメ
トリックな方法を用いて，大規模空間データ
を分析する新たな計量手法を開発し，実際の
経済データに応用してその有効性を確かめ
ること，及び現実に何が起こっているかを検
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証することを目的としている。 
 
２．研究の目的 
 近年，都市や地域の経済を分析する上で，
都市・地域間の相互依存関係を考慮すること
が重要であることが指摘され始めている。通
常の都市・地域経済分析では，都市・地域が
独立して経済活動を行っていると仮定され
てきた。しかしながら，空間計量経済学の出
現と，マルコフ連鎖モンテ・カルロ法に代表
されるベイズ統計学の発展に伴い，都市・地
域間の相互依存関係を考慮した複雑な計量
モデルの分析が可能であることが示され始
めている。さらに，大規模空間データの分析
には，様々な問題が内在していると考えられ
るため，問題の解明に努める。 
 具体的には， 
 
(1) 大規模空間データに対する計量手法の開

発 
(2) 経済データへの応用 
 
を行うことを考えている。 
 (1)については，ヘドニック・アプローチに
よる地価公示データや，産業集積のモデルに
よる事業所企業統計のデータを想定したモ
デルを構築し，大規模空間データに対する計
量手法の開発を行う。具体的には，階層ベイ
ズ・モデルを拡張したモデルを展開し，マル
コフ連鎖モンテ・カルロ法を用いた推定アル
ゴリズムの提案が必要となると考えている。
その際，都道府県データを用いた計量分析に
おいても問題となっていた，効率的な推定方
法の検討が必要となることが予想される。 
 (2)では，(1)で展開されたモデルを用いて日
本のデータによる実証分析を行う。具体的に
は，前述のように，地価公示データや事業所
企業統計のデータを用いて，地域間格差の実
態をより詳細に分析することによって，地域
間格差の要因や景気の伝播の様子を明らか
にすることを目的としている。その際，可能
であれば，日本のデータの分析で終わるので
はなく，たとえばイギリスのような日本と同
様島国である外国を対象として，諸外国との
違いについても分析を行いたいと考えてい
る。これらの分析を行うことで，長引く不況
のメカニズムについても考察し，日本の進む
べき道について言及することができると考
えられる。 
 
３．研究の方法 
 初年度は，以下の 3点に焦点を当てて研究
を進めていく。 
 
(1) 研究設備の整備 
(2) モデルの構築および推定方法の研究 
(3) 国内外の研究者との意見交換 

 
 次に，平成 24年度は，以下の 3 点に焦点
を当てて研究を進めていく。 
 
(1) モデルおよび推定方法の精緻化 
(2) 構築したモデルおよび推定方法による実

証研究 
(3) 国内外の研究者との意見交換 
 
 (1)に関しては，前年度の学会や研究会で
の報告を経験すれば，自ずとモデルおよび推
定方法の問題点が明らかになってくること
が予想される。このことを考慮すれば，モデ
ルや推定方法の精緻化が必要となり，それに
よって，よりよい実証分析につながると考え
られる。 
 次に，(2)に関しては，これまで進めてき
たモデルと推定方法に対して前年度に購入
したデータを使用して実証分析を行うこと
で，構築された推定方法の妥当性を実際のデ
ータから検討するだけにとどまらず，地域間
格差の要因や景気の伝播の様子を明らかに
していく。 
 最後に，(3)に関しては，研究結果を，内
外を問わず，学会や研究会で発表して，広く
意見を求め，より精緻な実証結果にしていく
ことにつとめる。具体的には国内の学会とし
て，日本経済学会，統計関連連合大会，日本
地域学会，応用地域学会などを考えている。
海外の学会としては，Econometric Society 
European Meeting，6th Japanese European 
Bayesian Econometrics and Statistics 
(JEuBES)などを検討している。さらに，京都
において開催される International Society 
for Bayesian Analysis(ISBA)の世界大会で
の報告を考えている。そして，これまでの研
究成果をまとめて，海外のジャーナルに投稿
する予定である。 
 
４．研究成果 
 初年度はまず，大規模空間データに関する
文献の収集を行った。これまでに展開されて
きた空間計量モデルの系譜やそれらに対す
る推定方法の発展やその経済データへの応
用について調べ，まとめたものを日本応用経
済学会において報告した。 
 続いて，日本の市町村別にゴミの分別回収
が行われている要因分析を行った。パネル空
間プロビットモデルを用いたこの分析では，
効率的な推定に注意しながら，実際のデータ
を用いた分析を行っている。この結果を，5th 
Japanese European Bayesian Econometrics 
and Statistics (JEuBES5)において報告した。 
 さらに，都道府県の歳出にフライペーパー
効果が存在するのかといった問題を歳出費
目別に分析した。この分析では，地域の次元
は都道府県であるので大きくはないものの，



13 費目を同時に推定するために，データの次
元が大きくなるという問題を含んでいる。こ
の問題に対して，空間 Seemingly Unrelated 
Regression (SUR)モデルを用いて分析を行
い，空間的相互作用の重要性を示した。そし
て，この結果を，科研費研究集会「ベイズ分
析のための数値計算技法とその経済・ファイ
ナンス分析への応用」において報告した。 
 この間，日本の所得収束仮説に関する研究
結果を日本統計学会誌に，空間 SUR モデルの
生産関数への応用を Papers in Regional 
Scienceに掲載することができた。 
 平成 24年度は 23年度の研究を継続し，分
析の精緻化を進めていった。前年度研究を始
めたパネル空間プロビットモデルの研究は
精緻化を進め，国際地域開発経済学セミナー
において報告し，現在投稿している。また，
空間 SURモデルを用いたフライペーパー効果
の研究も精緻化を進めて日本応用経済学会
において報告した。この論文も，現在投稿中
である。 
 さらに，新たな研究として，国と地域のビ
ジネスサイクルにどのような相違があるの
かを時空間マルコフ切り替えモデルを用い
多分析をはじめ，International Conference 
“Frontiers in Macroeconometrics”におい
て報告した。この論文は，投稿に向けて準備
を進めているところである。 
 この間，個票データを用いた大規模データ
の分析結果を日本統計学会誌に，日本の電力
需要の予測のためのモデルの比較を Journal 
of Forecasting に，所得分布の不平等度の持
続性に関する研究を Journal of Income 
Dstribution に掲載することができた。 
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